
（様式－１ 表紙）

１ 調査名称： 藤沢市都市計画道路将来交通需要推計

２ 調査主体：藤沢市

３ 調査圏域：藤沢市内

４ 調査期間：平成２１年度

５ 調査概要：

当市の都市計画道路は、現ネットワークの原型となる約９１ｋｍを昭和３２

年に決定し、その後の社会状況等の変化に応じて追加決定を行い、２０１０年

（平成２２年）４月１日現在、約１６２ｋｍが計画決定されている。そのうち、

約７割の整備が終わっているが、計画決定から長期間未着手となっている路線

も存在することから、少子高齢社会の到来等、社会状況が大きく変化した中で、

長期未着手となっている都市計画道路を中心に、再度必要性を検証することを

主目的として、２００８年１２月に本市の見直しの方針とするべく、「都市計

画道路見直しの基本的な考え方」を策定し、見直し作業を行っているところで

ある。本調査は、見直しの基礎データとしての将来の交通需要について予測を

行うとともに、未着手となっている都市計画道路の概算事業費の算出を行い、

各路線の費用対効果を算定する。

この調査結果は、都市計画道路見直しの必要性の検証におけるバックデータ

とするとともに、当市の財政のスタミナと突き合わせることで、事業実施時期

を判断するための、道路整備プログラムの作成に役立てる。



（様式－２ａ 調査概要）

Ⅰ 調査概要

１ 調査名：藤沢市都市計画道路将来交通需要推計

２ 報告書目次

１．業務概要

１－１ 業務の目的

１－２ 業務概要

１－３ 業務実施体制

１－４ 業務の対象箇所

１－５ 業務のフロー

１－６ 業務の内容

２．交通量推計

２－１ 交通量推計手法

２－２ 交通量推計用データの作成

２－３ 現況交通量の再現

２－４ 将来交通量推計

３．評価対象区間の概算事業費の算定

３－１ Ｂ／Ｃ算出対象路線の抽出

３－２ 単価の設定

３－３ 概算事業費の算定

４．費用便益分析の実施

４－１ 算定の前提条件

４－２ 便益額の算定

４－３ 費用の算定

４－４ Ｂ／Ｃの算定

５．都市計画道路整備プログラムの作成

５－１ 都市計画道路整備プログラム作成方針の決定

５－２ 都市計画道路整備プログラムの策定

５－３ 概要版の作成

６．見直し結果の交通量検証

６－１ 見直し結果を反映した交通量推計の実施

６－２ 将来交通量推計結果に基づく交通評価

６－３ 区間別カルテの作成



（様式－２ｂ 調査概要）

３ 調査体制

藤沢市都市計画審議会都市計画道路見直し専門部会

（部会長：明星大学教授 木下 瑞夫）

藤沢市都市計画道路見直し 事務局

（藤沢市都市計画課都市政策担当）

４ 委員会名簿等：

所　　属 役職等 氏　　名

部会長 明星大学理工学部環境システム学科 教　授 木下　瑞夫

委員 千葉大学大学院工学研究科建築・都市科学専攻 准教授 村木　美貴

委員 ㈱プレック研究所　持続可能環境・社会研究センター 次　長 池尻　あき子



（様式－３ａ 調査成果）

Ⅱ 調査成果

１ 調査目的

本市の都市計画道路は、社会経済状況の成長に伴う交通量の増大や、良好な市街地の形成

等を図ることを目的に着実に整備を進めてきたが、都市計画決定して以来、事業に着手して

いない、未着手路線や区間が残っており、様々な課題を抱えている。

このような状況を踏まえ、本業務は、藤沢市が進めている長期間未着手となっている都市

計画道路を主体とした見直し作業の一環として、「事業実施時期の見込み」、及び「交通量の

検証」のために必要となる作業及びそれらに関連する資料作成を行うことを主な目的とした。

２ 調査フロー
 

１．計画・準備 

２．将来交通需要推計 

(1)交通量推計用データの作成 

(2)現況交通量の再現 

(3)将来交通量推計 

(4)推計結果とりまとめ 

５．都市計画道路整備プログラムの作成 

(1)都市計画道路整備プログラム作成方針の決定 

(2)都市計画道路整備プログラムの策定 

(3)概要版の作成 

(4)都市計画審議会及び専門部会への参画 

７．報告書作成 

既往検討資料 
（交通量推計結果の確認等） 

３．評価対象区間の概算事業費の算定 

４．費用便益分析の実施 

(1)便益額の算定 

(2)費用の算定 

(3)Ｂ／Ｃの算定 

６．見直し結果の交通量検証 

(1)見直された都市計画道路の将来交通量推計 

(2)周辺ネットワークへの影響の検証 

(3)カルテ表の作成 



３ 調査圏域図



（様式－３ｂ 調査成果）

４ 調査成果

（１）将来交通需要推計

本調査で実施する将来交通需要推計は、国土交通省関東地方整備局において適

用する「容量制限付分割配分法」に基づき実施した。

１）交通量推計用データの作成

①ＯＤ表・ゾーニングの編集

平成４２年将来ＯＤ表（神奈川県道路管理課より貸与）を基本に、本業務

で実施する交通量推計への適用に配慮し、必要に応じてＯＤ表及びゾーニン

グの編集(分割・集約）作業を行い、交通量推計用の基礎データを作成した。

なお、ＯＤ表の分割は、本市の町丁字別人口比(平成１７年国勢調査データ）

を用いて行った。

図ｰ１：交通量推計で適用したゾーニング図

②道路網データの作成

都市計画道路及び関連道路（県道以上を基本に必要に応じ幹線道路として

ネットワーク機能を有する市道を含める）を対象に道路網データを作成した。

なお、対象路線及び区間が特定できる位置図、対象路線の級種・車線数・設

計速度・延長等に基づき、道路網データとして構築した。



２）現況交通量の再現

作成した交通量推計用データの信頼性を確保するため、平成１７年度道路交

通センサスデータと現況交通量推計結果の相関について比較検討し、再現性を

検証した。

藤沢市内の主要幹線道路では誤差率±20％以内であり、整合性は図れている

と判断した。（ＯＤ調査結果の誤差が±20％程度といわれていることに基づく）

また、市内の他の道路についても、相関性を評価したところ、高い相関を得ら

れたことから、現況再現ができていることを確認した。

表－１：再現性検証結果（主要幹線）

３）将来交通量推計

便益額算定を目的とした将来交通量推計として、見直し対象路線の26路線及

び道路整備プログラム対象路線の中で交通機能を評価すべき主要幹線道路に対

し、整備された場合と整備されなかった場合の２通りについて実施した。

なお、整備されなかった場合については、評価対象の区間単位に分割して行

った。

４）推計結果とりまとめ

将来交通量推計手法、条件等を整理するとともに、推計結果については主題

図（交通量図等）を作成した。

 センサス
区間番号

路線名 観測地点
①センサス
観測交通量
［台／日］

②
推計交通量
［台／日］

②／①

1 東名高速道路 横浜市・神奈川県境～厚木IC間 120,679 138041 1.14
30003 東名高速道路 東京都・横浜市境～横浜市・神奈川県境間 120,679 138041 1.14
31008 一般国道１号 42,522 36544 0.86
1001 一般国道１号 藤沢市城南２丁目 42,522 46416 1.09
1002 一般国道１号 茅ケ崎市代官町１４ 28,227 25676 0.91
1059 一般国道１３４号 茅ヶ崎市中海岸４丁目１２９８６ 29,828 26243 0.88
1058 一般国道１３４号 藤沢市鵠沼海岸１丁目１７ 30,638 25052 0.82
1057 一般国道１３４号 鎌倉市七里ケ浜東２丁目１ 22,730 23764 1.05
1162 一般国道４６７号 大和市上和田９４７ 17,682 17653 1.00
1165 一般国道４６７号 藤沢市鵠沼石上２丁目７－１ 17,476 14931 0.85

推計Ｎｏ． 推計条件 ケース数

１ フルネット １

２ 対象区間整備なし 評価対象区間数

合計



（２）評価対象区間の概算事業費の算定

Ｂ／Ｃ算定対象路線について、評価対象区間単位に概算事業費を設定した。

（３）費用便益分析の実施

費用便益分析については、「費用便益分析マニュアル 平成２０年１１月 国

土交通省道路局都市・地域整備局」（以下「マニュアル」）に基づき行った。

なお、費用便益分析における基準年は平成２１年度とした。

１）便益額の算定

前項において推計した将来交通量に基づき、対象路線の便益額を算定した。

２）費用の算定

前項において算定した概算事業費及び維持管理費を設定し、Ｂ／Ｃ算定に用い

る費用を算定した。

①事業期間

供用年は平成４２年とし、事業期間については、供用前１０年間において

均等に投資することを前提とした。

②維持管理費

維持管理費については、マニュアル上は実績に基づくものとしているが、

ここでは、改訂前のマニュアルである「費用便益分析マニュアル（平成１５

年８月 国土交通省 道路局 都市・地域整備局）」で設定する道路種別別

の単価を活用して算出した。

３）Ｂ／Ｃの算定

前項までに算定する便益額及び費用に基づき、対象路線のＢ／Ｃを算定した。

図-２：費用便益分析のフロー

将来交通量推計  

整備有無の交通流動

車種別交通量 走行速度 走行時間

総費用 総費用

現在価値

費用の現在価値 便益の現在価値

費用便益分析の実施

割
引
率

費用の算定

事業費

維持管理費

便益の算定

走行時間短縮便益

走行経費減少便益

交通事故減少便益



（４）都市計画道路整備プログラムの作成

１）都市計画道路整備プログラム作成方針の決定

検討対象路線の整備優先順位の決定方針は、「藤沢市都市計画審議会都市

計画道路見直し専門部会」にて学識経験者と協議を行いながら決定した。さ

らに、都市計画道路整備プログラムの策定にあたっては、次の事項を踏まえ

て実施した。

・「かながわみちづくり計画」、「ふじさわ総合計画」等上位計画との整合性

を確認する。

・基本的な考え方については、「都市計画道路整備プログラム策定マニュア

ル（案）」（平成１１年３月旧建設省）の内容に準拠した。

図-３：道路整備プログラム作成フロー

 

整備優先順位の評価

・整備状況 
・都市計画道路見直し結果

都市計画道路 74 路線 

評価対象路線の抽出 ・「全線整備済」の路線は対象外
・都市計画道路見直しで「廃止」と

なった路線は対象外 

【Step3】早期事業化路線の決定（1次設定） 

短期整備 

【Step2-2】 
定性評価指標に基づく評価 

【Step1】幹線性による分類 

 

【Step2-1】定量評価 
費用便益比（Ｂ/Ｃ）

【Step4】整備優先順位の設定（事業時期毎に 

【整備時期決定要因】 
・上位計画関連事業 
・地元スケジュール対応事業（地元協議、合意形成など）
・他事業関連道路（区画整理、再開発など） 

主要幹線街路 幹線街路 補助幹線街路

主要機能が自動車交通
機能の場合 

中期整備 長期整備 長々期整備 

【Step5】早期事業化路線の決定（最終設定） 

短期整備 中期整備 長期整備 長々期整備 

・予定事業費との整合 
・ネットワークの合理性 
・事業の熟度 など 

あり 

なし 

2.0 未満 

基本方針に基づき重み付け 

2.0 以上 
事情に応じた整備時期設定 



図ｰ５：道路整備プログラム作成フロー

２）都市計画道路整備プログラムの作成

都市計画道路整備プログラムの作成は、前項で決定した作成方針に従うも

のとし、基本的に以下の評価を実施した。

・前項で算定する費用便益分析結果に基づく定量的評価による優先性（主要

幹線道路）

・交通機能以外の視点に基づく定性的評価による優先性

都市計画道路整備プログラムの結果については、評価対象区間の整備優先

順位及び事業主体別累積事業費を整理した。

なお、都市計画道路整備プログラムについては、本市の新たな総合計画が

策定作業中であることから、策定時期や内容について、調整の上、公表を行

っていく予定としている。



（５）見直し結果の交通量検証

都市計画道路見直し作業で見直された（廃止・変更とされた）路線・区間を対象

に、以下の手順にて交通量推計を実施し、周辺のネットワークに支障を与えていな

いか検証した。

支障の有無の確認は、混雑度及び各交差点の飽和度とし、検証を行った過程及び

結果については、対象路線・区間毎に資料の整理を行った。

①４項で作成した交通量推計データに基づき、将来交通量を推計した。

②見直しの結果を反映させたデータによる将来交通量を推計した。

③で求めた将来交通量推計結果による交通評価（混雑度、主要な信号交差点飽和度）

を路線毎に行った。

なお、得られた結果は対象路線・区間別にカルテ表を作成し整理を行った。

図-４：カルテ表のイメージ

（６）まとめ

本調査業務により、以下の成果を得ることができた。

①別業務により進めている都市計画道路見直しの必要性の検証作業のバックデータ

を作成することができ、対象路線１７路線３３区間中、４路線５区間の廃止の方

針を公表（2010年7月1日～7月30日までパブリックコメントを実施）するに至っ

た。４路線５区間を廃止することによる、交通への影響についても本調査におい

て行い支障のないことを確認した。

②道路整備プログラムの作成を行い、公表を行う資料を作成した。今後は、現在策

定作業中の新総合計画の進捗具合に合わせ、調整を行い、公表を行っていく予定

としている。


